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熊野川流域治水協議会 熊野川の総合的な治水対策協議会 熊野川減災協議会

協議会等
計画等の策定
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R3

3⽉25⽇第5回開催 3⽉25⽇第8回開催

6⽉10⽇
第21回開催（書⾯）

12⽉23⽇
第22回開催（書⾯） 新宮川⽔系(熊野川)河川整備計画（案）

を公表

10⽉15⽇
新宮川⽔系河川整備基本⽅針変更

3⽉25⽇第4回開催
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前回の流域治⽔協議会後の協議会開催や計画等の策定

年
度
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熊野川の総合的な治⽔対策協議会について

第18回熊野川の総合的な治水対策協議会の様子
（令和元年11月28日）

熊野川流域は、日本有数の多雨地帯である紀伊半島に位置し、洪水が発生しやすい地域特性を有している。 流域の広い範囲で予測困難な深層崩壊等の土砂災害の発
生や、土砂流出による河道内への土砂堆積など、洪水における被害リスクを抱えている。

平成２３年９月の台風１２号に伴う未曾有の降雨では、大規模な土砂崩壊、計画規模を超える洪水によって広域で甚大な被害が発生した。
一方、熊野川流域の河川 管理は、下流を国が管理し、中上流域では流域の３県がそれぞれ管理を行っている。また、熊野川の水資源を利用する複数の施設管理者、河

川利用者が存在している。
このことから、洪水対応等の危機管理において上下流一貫したハード対策及びソフト対策を 実施するためにはこれら関係者のより密接な連携が必要不可欠である。
そこで、熊野川の河川管理者である近畿地方整備局、三重県、奈良県、和歌山県と、沿川市町村及びダム管理者は、相互の連携を強化し、熊野川の一貫した総合的な

治水対策を推進するため、本協議会を設立するものである。

●協議会設立趣旨

近畿地方整備局 河川部 河川部長
紀南河川国道事務所長
紀の川ダム統合管理事務所長
紀伊山系砂防事務所長

三重県 県土整備部長
奈良県 県土マネジメント部長
和歌山県 県土整備部長
関西電力(株) 水力事業本部副事業本部長
電源開発(株)                       西日本支店 支店長
十津川・熊野川沿川自治体 天川村長

五條市長
野迫川村長
十津川村長
田辺市長
新宮市長
熊野市長
紀宝町長

北山川沿川自治体 上北山村長
下北山村長
北山村長

●協議会の構成委員

●オブザーバー
近畿中国森林管理局

第113回社会資本整備審議会河川整備方針検討小委員会 資料2より抜粋し編集

○ 新宮川水系では、河川管理者である近畿地方整備局、三重県、奈良県、和歌山県と、沿川市町村及びダム管理
者が、緊密な連携を図りながら、熊野川の一貫した総合的な治水対策を推進することを目的とし、平成２４年に７月
に「熊野川の総合的な治水対策協議会」を設立し、各機関の取り組み状況の報告、意見交換を、継続している。



令和3年12月23日
開催時の資料より
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令和3年12月23日
開催時の資料より
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令和3年12月23日
開催時の資料より
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令和3年12月23日
開催時の資料より
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熊野川減災協議会について
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○ 熊野川減災協議会は、堤防決壊等に伴う大規模な浸水被害に備え、国、県、市町村等が連携・協力して、減災のため
の目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、熊野川流域市町村において氾濫が
発生することを前提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的としている。

近畿地方整備局 紀南河川国道事務所長
気象庁 和歌山地方気象台長
気象庁 津地方気象台長
和歌山県 県土整備部長
三重県 県土整備部長
田辺市 市長
新宮市 市長
北山村 村長
熊野市 市長
紀宝町 町長

●協議会の構成委員

●オブザーバー

電源開発株式会社 西日本支店長
関西電力株式会社 水力事業本部 吉野水力センター所長

１ 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。
２ 的確な避難行動、水防活動の強化及び一刻も早く災害から復旧するために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた地域の取組方針を作成し、共有する。
３ 毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認する。また、本協議会等を中心として、毎年出水期前にトップセミナーや堤防の共同点検

等を実施し、状況の共有を図る。
４ その他、大規模な浸水被害に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。

●協議会の実施事項（規約 第5条）

取組方針の見直しフロー図

第7回 熊野川減災協議会 資料2より抜粋して編集



①河川整備計画(案)と「流域治⽔」
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新宮川水系（熊野川）河川整備計画の目標
○ 上下流バランスや沿川の土地利用、熊野川の豊かな河川環境や風土、歴史等にも配慮しながら、基準地点相賀にお

いて22,000m3/sの流量を安全に流下させる。
○ 流域内の既存ダムにおける効果的な事前放流を行うための取組を進める等により、洪水時の最大流量が平成 23 年

9 月洪水と同程度である 24,000m3/s の流量に対しても、できるだけ水位を低下させることに努める。
○ 集水域と氾濫域を含む流域全体で、あらゆる関係者が協働して行う総合的かつ多層的な治水対策を推進し、避難態

勢の構築等により、人命・資産・社会経済の被害軽減を図る。

洪⽔調節施設等による
調節流量１,000m3/s
残りの河道配分流量
１,000m3/s 

流 量

時間軸

相賀地点

平成23年9⽉洪⽔に相当する流量が
発⽣した場合でも堤防からの越⽔を防⽌

現在
（策定時）

30年後 河川整備基本方針

河道配分
流量

河道配分
流量

河道配分
流量

平成23年9⽉洪⽔と同程度である
24,000m3/sの流量に対しても
できるだけ⽔位を低下

河川整備計画再度災害防止対策

洪水調節施設等
による調節流量

19,000m3/s

22,000m3/s

24,000m3/s

23,000m3/s

想定される最大規模

河
道
整
備
の
⽬
標
流
量

24,000m3/s

・ダムの事前放流
・雨水貯留施設
・高台整備 他

︓ 計画

︓ 河道整備実施のイメージ

凡 例

︓ 流域のあらゆる関係者による
総合的・多層的な取り組み

基
本
⾼
⽔
の
ピ
ー
ク
流
量

流
域
治
⽔

施設能力を超える洪水に対しても、氾濫による被害を軽減

下記の図は新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）より抜粋

新宮川水系河川整備基本方針、新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）について
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河川整備計画（案） 主な整備内容
＜熊野川本川＞

■①河道掘削・・・河積を確保するための対策（橋梁補強・・・掘削に伴う補強 、河口砂州掘削・・・本川水位を低下させるための対策）
■④堤防整備、護岸整備・・・必要な堤防断面確保等
■⑤宅地嵩上げ等・・・無堤区間の対策

＜相野谷川＞
■②護岸整備・・・低水護岸 ■③地震対策（構造物耐震補強）・・・水門、樋門・樋管等

＜市田川＞
■①河道掘削（内水対策・・・本川水位を低下させるための対策）

＜その他＞
■⑤施設能力を超える洪水に対する堤防強化の検討、掘削土砂の有効活用（高台整備等の支援）

②護岸整備

河口砂州掘削

内水対策

⑤高台整備等の支援
（掘削土砂の活用）

⑤宅地嵩上げ等

③構造物耐震補強

①河道掘削

④堤防整備、護岸整備

⑤高台整備等の支援
（掘削土砂の活用）

橋梁補強

①河川整備計画(案)と「流域治⽔」

新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）の概要



流域治水プロジェクトのさらなる推進を流域全体で推進

 河川の流域のあらゆる関係者が集まり流域治水を推進

構成員の拡充 各機関のプロジェクトの反映
 構成機関の取り組みをプロジェクトに反映

 プロジェクトの拡充があれば、随時更新し、流域全体で安
全度を向上

【流域治水プロジェクトの今後の取組方針】
 河川整備の充実（河川整備計画の変更など）
 他の協議会構成員の計画の充実

【構成員の拡充】
 国の機関
 流域の各府県、市町村
 民間企業、住民参画 など

R4.3 新宮川水系(熊野川)河川整備計画（案）の公表
各府県、市町村の計画拡充協議会立ち上げ時点から

構成員を随時追加

流域治水プロジェクトのさらなる充実
 グリーンインフラの取組
 水害リスク情報の充実
 取組状況の見える化

11

「流域治⽔」の拡充について
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②「グリーンインフラ」の取組
グリーンインフラとは、社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境

が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組
国⼟形成計画（平成27年8⽉閣議決定）

●健全な水循環系の回復

●治水対策における
多自然川づくり

●魅力ある水辺空間・賑わい創出

●自然環境が有する多様な機能活用の取組

加陽大規模湿地コウノトリ

●自然環境の保全・
復元などの自然再生

有本川（導水前） 有本川（導水後）

名張かわまちづくり

水の感触を肌で感じる
せせらぎ水路

新緑の山並みと季節を
愛でる桜並木

導水による水質改善

外来種駆除

稀少種の保全活動

河川環境学習

紀の川水系 内川

円山川水系 円山川

淀川水系 名張川

ヨシ帯再生 淀川水系 野洲川

●生物の多様な生息・
生育環境の創出による
生態系ネットワークの
形成

高塚橋

北川

河床掘削

河床掘削
河床掘削

アユの産卵場

サケの産卵場

北川水系北川
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②「グリーンインフラ」の取組
新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）の整備内容を暫定的に反映している。今後、新宮川水系（熊野川）河川整備計画の内容を踏まえて、変更する可能性がある。
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③浸⽔想定図による事業効果
水害リスク情報の充実に向け、国管理区間において、先行的に水害リスク情報について検討中。

①多段階の浸水想定図（外水氾濫
※

） ②外水氾濫の水害リスクマップ

⑥内外水統合の水害（②と⑤の重ね
合わせ）リスクマップ

1/100
1/50

1/30
1/10

1/200
又は

1/150

③整備効果の「見える化」

（河道条件：現況河道）
（河道条件：現況河道、令和７年度頃）

水害リスクマップの凡例

ハザードマップの凡例

※国管理河川からの氾濫

1/100
1/50

⑤内水氾濫の水害リスクマップ

1/30
1/10

1/200
又は

1/150

④多段階の浸水想定図（内水氾濫
※

）

重
ね
合
わ
せ

※都道府県管理河川や下水道等からの氾濫

重
ね
合
わ
せ

流域全体が
対象

流域全体が
対象

流域全体が
対象

（河道条件：令和７年度頃）

見える化

水害リスク情報の充実 整理イメージ
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③浸⽔想定図による事業効果

新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）の整備内容を暫定的に反映している。
今後、新宮川水系（熊野川）河川整備計画の内容を踏まえて、変更する可能性がある。
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④事業の指標化
新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）の整備内容を暫定的に反映している。今後、新宮川水系（熊野川）河川整備計画の内容を踏まえて、変更する可能性がある。
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第109回 河川整備基本方針検討小委員会 参考資料より抜粋

⑤「特定都市河川」の検討
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第109回 河川整備基本方針検討小委員会 参考資料より抜粋

⑤「特定都市河川」の検討



19

第109回 河川整備基本方針検討小委員会 参考資料より抜粋

⑤「特定都市河川」の検討



⑤「特定都市河川」の検討

20

第109回 河川整備基本方針検討小委員会 参考資料より抜粋
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まとめ
①河川整備計画（案）と「流域治水」
新宮川水系（熊野川）河川整備計画が策定され、今後30年において河川整備を更に進めるとと

もに、流域のあらゆる関係者が協働する「流域治水」を推進する。

②「グリーンインフラ」の取組
「グリーンインフラ」を「流域治水プロジェクト」に取り入れ、自然環境の機能を活用した持続可能

で魅力ある地域づくりを目指す。

③浸水想定図による事業効果
国管理区間では、5か年加速化対策による河川整備の事業効果を浸水想定図によって「見える

化」する。

④事業の指標化
令和3年度末で7指標・10項目を掲げ、「流域治水プロジェクト」の事業進捗を定量化し、更なる

充実を図る。

⑤「特定都市河川」の検討
熊野川流域内の雨水貯留施設、浸透施設整備の促進、水害リスクを踏まえたまちづくり・住ま

いづくり等の浸水被害対策等を流域一帯で計画的に進めるための「特定都市河川」について検
討を進める。

⇒以上の検討項目を踏まえ、「新宮川水系流域治水プロジェクト」を更新します。



和歌山県

相野谷川

熊野川

排水機場の整備

河道掘削

三重県 凡 例

H23台風12号出水
浸水範囲

市田川雨水ポンプの整備

校庭貯留

奈良県

三重県

和歌山県

十津川村

北山村

熊野市

尾鷲市

田辺市

新宮市

下北山村

那智勝浦町

紀宝町

須
輪
谷
川

池郷川

小橡川

上湯川

西川

山
手
川

大
野
川

芦廼瀬川

栗平川

神納川

旭川

黒河川

中原川

小原川

簾川

九尾川

深谷川 洞川

舟川

地薬川

新宮川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～紀伊半島大水害の再度災害防止に向けた治水対策推進～

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、堤防強化、護岸整備、輪中堤 等
・森林整備、治山事業
・利水ダム等12ダムにおける事前放流等（ダム諸量、気象情報

等の情報共有を含む）の実施、体制構築（関係者：国、 奈良
県、和歌山県、三重県、関西電力（株）、電源開発（株）など）

・砂防事業
・校庭貯留
・排水機場、雨水ポンプの整備

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等）

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・地区タイムラインの活用
・防災教育・啓発活動等の推進
・水害リスク空白域の解消
・洪水ハザードマップの作成・周知及び住民の水害リスクに対する理

解促進の取組
・要配慮者利用施設における避難確保計画の作成促進と避難の実

効性確保

河道掘削（大又川）

河道掘削（板屋川）
河道掘削（小又川）

河道掘削（熊野川）

河道掘削（熊野川）
河道掘削（熊野川）

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、新宮川水系においても、事前防災対策を進める必要
があり、以下の取り組みを実施していくことで、国管理区間においては、戦後最大の平成23年台風12号洪水（紀伊半島大水害）と同規模の洪水において
も、資産が集中する本川下流部の新宮市市街地、紀宝町市街地においては、堤防からの越水を回避するとともに、流域における浸水被害の軽減を図る。

たかたがわ
⾼⽥川流域砂防事業

二津野ダム

風屋ダム

旭ダム

瀬戸ダム

猿谷ダム

九尾ダム

川迫ダム

坂本ダム

池原ダム

七色ダム

小森ダム

奥里ダム

新宮川水系

新宮市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

上湯川

輪中堤、河道掘削（熊野川）

あかだに
⾚⾕地区砂防事業

きたまた
北股地区砂防事業

かんのがわ
神納川流域砂防事業

みこしがわ
三越川流域砂防事業

ながとの

⻑殿地区砂防事業

くりだいら
栗平地区砂防事業

鍛冶屋⾕砂防等事業
かじやたに

萩の⾕川砂防事業
はぎのたに

しみず
清⽔地区砂防事業

ひやみず
冷⽔地区砂防事業

凡 例
流域界

県境

市境・町境・村境

国管理区間

砂防事業箇所

利水ダム

河道掘削（熊野川下流）

（紀宝町）
土地利用規制・誘導

（田辺市）
土地利用規制・誘導

洪水ハザードマップ
の作成・周知（新宮市）

森林整備（間伐後の森林）

森林整備・治山事業
（三重県域）

森林整備・治山事業
（和歌山県域）

森林整備・治山事業
（奈良県域）

（紀宝町）
・地区タイムラインの活用
・洪水ハザードマップの作成・周知及び
住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・防災教育・啓発活動等の推進

（新宮市）

・洪水ハザードマップの作成・周知及び住民
の水害リスクに対する理解促進の取組

（熊野市）

・洪水ハザードマップの作成・周知及び住民
の水害リスクに対する理解促進の取組
・防災教育・啓発活動等の推進

（田辺市）

・洪水ハザードマップの作成・周知及び住
民の水害リスクに対する理解促進の取組

（三重県）
・防災教育・啓発活動等の推進
・水害リスク空白域の解消

（奈良県）
・防災教育・啓発活動等の推進
・水害リスク空白域の解消

（和歌山県）
・防災教育・啓発活動等の推進
・水害リスク情報の空白域の解消

五條市

（五條市）
・防災教育・啓発活動等の推進

掘削土による養浜

利水ダム（風屋ダム）

相野谷川での災害危険区域の指定

土地利用規制・誘導（紀宝町）

雨水ポンプの整備校庭貯留

河道掘削（柳谷川）

くりすだにがわ
栗須⾕川砂防事業

ふしおがみ
伏拝地すべり事業

おりたち

折⽴地すべり事業

輪中堤（熊野川）

（新宮市）
土地利用規制・誘導

●グリーンインフラの取り組み 詳細次ページ
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新宮川水系（熊野川）河川整備計画（案）の整備内容を暫定的に反映している。今後、新宮川水系（熊野川）河川整備計画の内容を踏まえて、変更する可能性がある。

護岸整備
堤防強化



【洪水氾濫対策】
一級河川における改修（河道掘削、堤防強化、護岸整備、輪中堤　等）

紀南河川国道事務所、三重県、
和歌山県

【洪水氾濫対策】
準用河川における改修（河道掘削　等）

熊野市

【流域の雨水貯留機能の向上】
森林整備

近畿中国森林管理局、津水源林整備
事務所、和歌山水源林整備事務所、
奈良水源林整備事務所、三重県、奈
良県、和歌山県

【流域の雨水貯留機能の向上】
治山事業

近畿中国森林管理局、三重県、
奈良県、和歌山県

【流水貯留機能の拡大】
利水ダム等、事前放流の実施・体制構築

紀の川ダム統合管理事務所、三重
県、奈良県、和歌山県、電源開発
(株)、関西電力(株) など

【土砂災害対策】
砂防事業

紀伊山系砂防事務所、三重県、
奈良県、和歌山県

【流域の雨水貯留機能の向上】
校庭貯留

新宮市

【内水氾濫対策】
排水施設（排水機場等）の整備（増設）

紀南河川国道事務所

【内水氾濫対策】
雨水ポンプ場の整備

新宮市

被害対象を減少
させるための対策

【水災害ハザードエリアにおける 土地利用・住まい方の工夫】
土地利用規制・誘導（災害危険区域等）

田辺市、新宮市、紀宝町

【避難体制等の強化】
地区タイムラインの活用

紀宝町

【避難体制等の強化】
防災教育・啓発活動等の推進

紀南河川国道事務所、和歌山地方気
象台、奈良地方気象台、津地方気象
台、三重県、奈良県、和歌山県、新宮
市、熊野市、五條市、紀宝町

【土地の水災害リスク情報の充実】
水害リスク空白域の解消

三重県、奈良県、和歌山県

【避難体制等の強化】
洪水ハザードマップの作成・周知及び住民の水害リスクに対する理解促
進の取組

熊野市、田辺市、新宮市、紀宝町

【避難体制等の強化】要配慮者利用施設における避難確保計画の作成
促進と避難の実効性確保

流域の県・市町村

河口干潟の保全、 礫河原の保全、 権現河原の歴史景観保全 紀南河川国道事務所

新宮地区かわまちづくり（池田港地区）(整備済) 紀南河川国道事務所、新宮市

小中学校における環境学習 紀南河川国道事務所

堤防除草における刈草の有効活用 紀南河川国道事務所

水源林造成事業による森林の整備・保全 和歌山水源林整備事務所

森林整備による多面的機能（水源涵養・生物多様性）の保全 奈良県

氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中長期

被害の軽減、
早期復旧・復興のための対策

グリーンインフラの取組

河川改修事業において保全

更なる利活用の検討

継続実施

森林整備による多面的機能の保全

～R4モニタリング

継続実施

森林整備による公益的機能の高度発揮

※ 自然再生については、河道掘削に併せたモニタリングを継続し、必要に応じて実施する。

新宮川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～紀伊半島大水害の再度災害防止に向けた治水対策推進～

熊野川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 新宮市街地や紀宝町市街地での浸水被害を軽減するための河道掘削を実施し、利水ダムによる治水協力の効果も発現。
【中 長 期】 新宮市街地や紀宝町市街地での浸水被害を解消させるため、引き続き河道掘削等を実施し、流域全体の安全度向上を図る。
熊野川流域は日本でも有数の多雨地帯である。また、局所的な大雨が多発する地域でもある。そのため、外水だけでなく内水対策も重要であり、内水
被害軽減対策（雨水ポンプ場や雨水貯留施設の整備等）のほか、森林整備、砂防事業、治山事業による雨水・土砂流出抑制対策を実施。

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

■河川対策
全体事業費 約７８１億円 ※1
対策内容 河道掘削、輪中堤 等

■砂防対策
全体事業費 約４７５億円 ※2
対策内容 砂防堰堤整備、地すべり対策 等

■下水道対策
全体事業費 約 ７億円 ※3
対策内容 雨水ポンプの整備 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載
※2：直轄砂防事業の残事業費を記載
※3：各市町における下水道事業計画の残事業費を記載

【事業費（ R2年度以降の残事業費）】

柳谷川における河道掘削完了

校庭貯留設備整備完了

市田川排水機場増強完了
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